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１．はじめに 

村良第二高架橋は，第二東名高速道路の静岡県内の藤枝岡部 IC

（仮称）に隣接して建設される PRC2 径間連続ラーメン波形鋼板ウ

ェブ箱桁橋である．橋梁緒元を図-1，2 に示す． 

本橋は，当初初期コストの縮減を主目的として暫定二車線での

施工を計画していた橋であったが，将来供用後の拡幅工事の難易

度を考慮して，開通前に完成三車線とする計画に変更となった． 
計画見直しの判断時期は暫定二車線施工開始後であり，ストラ

ット下側接合部は未対策のまま施工していた．そこで，同様な背

景で施工中の中ノ合高架橋で採用された方法１）である，ストラッ

トと既設躯体間にプレキャスト受皿(以下，PCa 受皿と称す)を介

する方法を本橋でも採用した(図-3)．等断面(ストラット軸線と既

設躯体接合面が直交する断面)における後施工接合部の構築は，中

ノ合高架橋において既に開発されていたが、変断面 (ストラット

軸線と既設躯体接合面が直交しない断面) における適応例がなく，

軸力による分力が発生するため，接合部の安全を確認する必要が

あった． 
本稿では，変断面における PCa 受皿を用いたストラット下端接

合部の耐荷性能について行った実験結果とその考察について報告

する． 

２．目的 

①～④の下記項目を明らかにし，PCa 受皿と既設躯体の接合部

せん断伝達メカニズム及び耐荷性能を明確にする． 

① PCa 受皿と既設躯体の接合面摩擦係数（実験 Case1） 
② せん断キーのみのせん断伝達耐力（実験 Case2） 
③ 摩擦抵抗とせん断キー耐力の分担率（実験 Case3） 
④ 配置角度の変化による影響（実験 Case4） 

各実験結果を踏まえ，施工及び製品製作によるばらつき

の影響を考慮した安全率を設定し，最終的なせん断伝達耐

力算定式の提案を行う． 
３．供試体および実験概要 

PCa 受皿は，超高強度繊維補強コンクリートを使用した．

形状を図-4 に示す．既設躯体供試体（以下，躯体供試体と

称す）の接合面表面処理はペーパーヤスリにより行った．

Case2 では，摩擦の影響を排除するため表面処理を行わず ，

表-1 実験ケース 

Case 1 2 3 4 

配置角度θ(度) 90 90 90 74,67,60 

片効き × ○ － ○ － せん断

ｷｰ※1 両効き × － ○ － ○ 

表面処理 ○ × ○ ○ 

※１:せん断キーはせん断力作用方向に 2 箇所．片効き

とは，片方に遊びを取り，片方のみ抵抗させたもの． 

 
 
 
 
 
 
 

図-1 主桁断面図(単位:mm) 
 
 
 
 
 

図-2 橋梁一般図(単位:mm) 
 
 
 
 
 

図-3 ｽﾄﾗｯﾄ下端接合部構造(変断面) 
 

 

 

 

 

図-4  PCa 受皿寸法図 
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グリスを塗布した．実験ケースを表１に，Case1～Case3 の要素実験

装置概要を図 5 に Case4 の確認実験装置概要を図 6 に示す． 
 ストラット基部を実物大で再現した載荷試験を実施した．実験は角

度による影響を排除した Case1～Case3 の要素実験で摩擦係数，せん

断キーのせん断伝達耐力および分担率を推定し，角度の影響を考慮し

た Case4 の確認実験で確認した． 
４．実験結果および考察 

実験結果および考察を以下にまとめる． 
・【Case1】接合面の摩擦係数はμ=0.5 程度得られた． 
・【Case2】せん断キーの破壊形態は，PCa 受皿がせん断破壊，躯体

供試体が斜圧縮破壊であった．せん断キーのせん断伝達耐力
ukH の算

出は，破壊形態により式(1)(2)に示す土木学会コンクリート標準示方

書２)式で算出した． 
 せん断破壊型：          式(1)･･･PCa 受皿 
斜圧縮破壊型：              式(2)･･･躯体供試体 

 '
cdf は設計基準強度， kA はせん断抵抗面積である．抵抗面を図-7，8

に示す．せん断伝達耐力は，互いに抵抗する部位毎（例えば PCa 受

皿 A 部と躯体供試体 D 部）で耐力値の小さい方の値の合算値となる

と推定した． 
・【Case3】摩擦抵抗とせん断キー耐荷力の両要素が作用した場合，各

要素の設計耐力を単純に足し合わせた値が実験値とほぼ一致した．た

だし，せん断キーが両効きを想定した場合，実験値は単純に合計した

耐荷力の 0.83～0.98 程度となった．これは PCa 受皿や躯体供試体せ

ん断キー（凹）等の製作精度によって二つあるせん断キーが同時に効

くのではなく，一つのせん断キーが壊れ始めてから次が効き始めたた

めであると推定した． 
・【Case4】配置角度を変化させたケースについても，摩擦抵抗とせん

断キー耐荷力を単純に足し合わせた値と実験値がほぼ一致したこと

から耐力は，直角配置と同様な算出方法で算出して良いと推定した． 
・本実験で得られた結果から，配置角度を考慮したせん断伝達耐力

uS

の算定式は，式(3)となる（記号は図-9 を参照）． 
 
 
γb1は，既設躯体のせん断キー（凹）の施工によるばらつきに対す

る部材係数，γb2は，PCa 受皿の製品精度に対する部材係数で，それ

らの管理の程度により 1.1～1.3 とする． 
５．最後に 
 村良第二高架橋では，現在実験で確認された接合構造で施工中である．今後，本実験により得られて結果

が同様な課題を持つ橋梁に役立てば幸いである． 
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図-5 要素実験装置概略図 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-6 確認実験装置概略図 

 
 
 
 
 
 

図-7 PCa 受皿抵抗面 
 
 
 
 
 

図-8 躯体供試体抵抗面 
 
 
 
 
 
 

図-9 接合部作用力図 
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